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原子炉施設保安規定の変更概要 

 

 

○平成２３年４月８日に行った原子炉施設保安規定変更について 
平成２３年３月３０日、東北地方太平洋沖地震による津波に起因する原子力発電

所の事故を踏まえ、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」の一部を改

正する省令の施行を受け、原子炉施設保安規定の条文に、電源機能等喪失時の体制

整備について、以下のとおり追記しました。 

 
（電源機能等喪失時の体制の整備） 

１．津波によって、交流電源を供給する全ての設備、海水を使用して原子炉施設を

冷却する全ての設備および使用済燃料プールを冷却する全ての設備の機能が喪

失した場合（以下、「電源機能等喪失時」という。）における原子炉施設の保全の

ための活動を行う体制の整備として、以下事項に係る計画を策定する。 

（１）電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要

な要員の配置 

（２）電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対す

る訓練 

（３）電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要

な電源車、ポンプ（消防ポンプ自動車に装備されているポンプを含む）、消

火ホースおよびその他資機材の配備 

２．前項の計画に基づき、電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活

動を実施する。 

３．電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動に係る定期的な評価

および評価の結果に基づいた措置を行う。 

 
 
○平成２３年４月２２日に行った原子炉施設保安規定変更について 

平成２３年４月９日、非常用発電設備の保安規定上の取扱いに関する原子力安

全・保安院指示（平成２３年４月９日付）を受け、原子炉施設保安規定の条文に、

非常用ディーゼル発電機の動作可能台数について、以下のとおり規定しました。 

 

（非常用ディーゼル発電機） 
原子炉の状態が冷温停止および燃料交換において、『非常用交流高圧母線に接続

する非常用ディーゼル発電機を含め２台の非常用発電設備が動作可能』であること。 
なお、非常用発電設備は、女川１、２、３号機で、共用することができる。 

 

以 上 

 


